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２車線道路において中間速度層を実現するための道路構造条件の分析 

Analysis of the road structure in order to develop an intermediate driving speed for two lane highway. 
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In Japan, road services conditions are classified into two categories: low-speed areas and high-speed areas.  To develop 

a layered road network to fill the gap between low-speed and high-speed areas and to establish a so called “intermediate 

speed layer”, in this study, we clarified the road structure conditions and traffic operation conditions which enable driving 

at 50 to 60 km/h for two lane highways.  As a result, we found the threshold value which satisfied these targets from the 

relationship between traffic volume and traffic signal density. 

 

１．はじめに 

出発地から目的地までの効率的な移動においては，階

層構造を有する道路ネットワークが必要不可欠である．

しかし，我が国の道路の速度サービスは、高速道路と（低

速の）一般道路によって二極化されており，その間を埋め

る速度層（以降，「中間速度層」という）が不十分である．

このことが道路の効率的な移動を阻害する一因となって

いる． 

これに対し，下川ら[1]は地方部の生活圏を形成するよう

な都市間において，効率的な移動を実現するためには 50

～65km/h 程度の中間速度層を有する道路が有効である

ことを示している． 

しかし，中間速度層が実現する道路構造は，多車線道路

については分析が行われ，一定程度の成果が得られてい

る[2]ものの，2車線道路においては研究の途上にある． 

本研究では，2 車線道路を対象に中間速度層を実現す

るための道路構造条件を明らかにすることを最終目標と

している．本稿では，このうち，中間速度層を実現してい

る区間において，速度サービスに大きく関わると考えら

れる信号交差点密度と交通量の関係について報告するも

のである． 

 

２．既往研究のレビューと本研究の位置づけ 

 内海ら[3]は，旅行速度と道路構造の関係について数量化

Ⅰ類による分析を行い，信号交差点密度，アクセスコント

ロールなどを，旅行速度への影響が大きい要因としてあ

げている．しかしながら，この研究では，所定の旅行速度

を実現するための道路構造条件については明らかになっ

ていない． 

これに対し，小山田らは，多車線道路における中間速度

を達成している区間の道路構造条件について，共通する

道路構造条件を明らかにする共通条件分析と共通条件分

析で明らかとなった道路構造条件を全て満たしていなが

らも中間速度を実現できていない区間を抽出し，それが

達成できていない原因を明らかにする付帯条件分析の 2

つの手法を用いて分析を行い，中間速度を実現するため

の条件について明らかにした．この中では，特に信号交差

点密度と交通量の関係が中間速度を実現する重要な要素

となっていることを示唆している． 

本研究は，小山田らの研究の成果を踏まえ，2車線道路

を対象に中間速度を実現するための道路構造条件につい

て分析するものである． 

 

３．分析の手順 

 本研究では，全国の道路交通状況が網羅的に把握でき

る平成 22年度道路交通センサス（以降，「H22センサス」

という）データ[4]を用いることとする．しかし，現実には，

ここから得られる中間速度が実現できている区間は僅か

であると考えられる．そのため，このような状況下で全国

すべてのデータを用い分析を行った場合，旅行速度との

明確な関係が見出せない可能性がある．内海らの数量化

Ⅰ類の分析で所定の旅行速度を実現するための道路構造

条件を明らかにできなかったのは，このことが一因とな

っていると考えられる． 

 そこで，本研究では，小山田らの方法を参考に中間速度

が実現している区間にのみ着目し，信号交差点密度と交

通量の関係を明らかにした． 

 

４．データセットの作成 

 本研究では，H22 センサスの旅行速度・交通量・道路

構造に関するデータを用いることとした．その際，2車線

道路の一般道路（自動車専用道路区間を除く）で，道路状
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況調査，旅行速度調査，交通量調査の各区間が整合し，隣

接区間の影響が少ないと考えられる延長 1km 以上を有

する区間を沿道状況別に抽出し，DID780区間，その他市

街地 665 区間，平地部 1,700区間を得た．なお，本研究

では，道路交通センサスでの信号交差点のカウントの方

法から上り方向を対象とし，信号交差点密度は，本線の旅

行速度への影響が少ない押しボタン式や立体交差点の側

道の信号交差点を除いた上で再集計した．また，道路構造

のもつ潜在的な速度環境を扱う必要から，旅行速度デー

タは非混雑時旅行速度とした． 

 

５．50km/h達成区間の分析 

Figure1.は， ４.で得られた 2 車線道路 3,145 区間に

ついて，非混雑時の交通量と旅行速度の関係をみたもの

である．全体として交通量が増えるほど旅行速度が低下

していく傾向がみられるが，旅行速度 50km/h 以上の区

間においては，交通量と旅行速度の間に一定の関係性が

あるようにはみえず，それぞれの道路構造に起因して旅

行速度に差異が生じていると考えられる．ここでFigure1.

のうち，旅行速度 50km/h を超えている区間（赤枠内）

は 460区間存在する．この中でDID地区は4区間，その

他市街地は 52区間，平地部 404区間であり，全体の約 9

割が平地部であった．  

Figure2.は，これら区間のうち DID 地区は全 4 区間，

その他市街地・平地部は 30区間をランダムに抽出し，そ

れらの中間速度を達成している区間の交通量と信号交差

点密度の関係を示している．交通量が少ない区間であっ

ても，信号交差点密度が 1.0 箇所/km 以上で旅行速度

50km/hを達成する区間は存在せず，交通量が多い区間で

は，信号交差点密度が小さくなくては中間速度を実現し

ない．なお，これらは幾つかの特異値もあるが概ねオレン

ジの線で内包される．ただし，Table1.にみられるように，

信号交差点が存在する区間では，50km/h を超えてさらに

高い速度サービスを実現することは困難であり，このよ

うな速度サービスを求める場合はすべての信号を除去す

る必要がある． 

 

６．まとめ 

 本研究では，2 車線道路の一般道路を対象に中間速度

層を実現する道路構造条件（信号交差点密度）について，

H22 センサスを用いて分析を行った．その結果，信号交

差点密度 1.0 箇所/km 以上で旅行速度 50km/h を達成す

る区間は存在せず，交通量が多くなるほど信号交差点密

度が小さくなる傾向となり，旅行速度 55km/h 以上の区

間はほとんど信号交差点が存在しないことが明らかにな

った．今後は，右折専用車線や追い越し禁止区間，中央分

離帯，大型車混入率といった項目についても分析を行い，

中間速度層を実現するための道路構造条件を明らかにす

る．そして，本研究の分析で明らかとなった条件を全て満

たしていながら，50km/hを達成していない区間が存在し

ていないか確認を行い，それら条件の妥当性について検

証する予定である． 

 
Figure1.The relationship between traffic volume and travel 

speed 

 
Figure2. The relationship between traffic volume and 

signalized intersection 

Table1. Number of over 50km/h sections by the speed 

level and the existence of signalized intersection. 
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